
 

公   示 
 

「青写真焼付けその他作業の単価契約（令和３年度）」に係る見積参加希望者の公募について 

 

標記について、見積参加希望者は下記の要領により参加申込書を提出されたく公募しま

す。 

ただし、記２の条件を満たしたとしても欠格要件のある場合は選定されないことがあり

ますので、その旨御了承願います。 

なお、本業務の契約締結は、当該業務に係る令和３年度予算の執行が可能となっている

ことを条件とします。 

 

令和 3年 3月 5日 

 

独立行政法人 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

契約担当役 東京支社長 蓼沼 慶正 

 

 

記 

 

 

１ 作業の概要 

(1) 番  号  東支契資第 210303001 号 

(2) 件  名  青写真焼付けその他作業の単価契約(令和３年度) 

(3) 内  容  別紙内容説明書、示方書及び予定数量表のとおり 

(4) 予定数量  別紙「予定数量表」のとおり 

(5) 作業場所  独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

東京支社、新横浜鉄道建設所、新横浜鉄道電気建設所 

新横浜鉄道機械建設所、新横浜鉄道建築建設所、綱島鉄道建設所 

 

２  参加資格に関する事項  

見積参加者は、次の要件を満たす者とする。 

(1) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構契約事務規程(平成 15 年 10 月機構

規程第 78号)第４条又は第５条の規定に該当しない者であること。 

(2) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構(以下「当機構」という。)東京支

社における平成 31・32・33 年度物品購入等競争参加資格において｢４役務提供等 ⑦

写真・青写真焼付｣の認定を受けていること。(会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)

に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法(平成 11 年法律第

225 号)に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決

定後、東京支社が別に定める手続に基づく競争参加資格の再認定を受けているこ

と。)なお、平成 31・32・33 年度（令和 01・02・03 年度）の全省庁統一資格におい

て、「役務の提供等」(等級及び地域は問わない)の資格を有する者は、上記の資格の



                                       

認定を受けているものとみなす。 

(3) 見積参加申込書の提出期限の日から見積決定の日までの期間において、当機構東

京支社長又は国の各機関から指名停止措置を受けていないこと。 

(4) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとし

て、機構公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

(5) 見積に参加しようとする者の間に、資本関係又は人的関係がないこと。 

(6) 平成 27 年度以降、青写真焼付等作業において、国、地方公共団体、独立行政法人

又は特殊法人等を契約の相手方とする１件以上の契約実績があることを証明した者

であること。 

(7)  東京支社から電車、車を問わず 1時間以内に当該作業に係る対応が可能な作業箇

所が有ることを証明した者であること。また、原則として１日１回以上担当者を派

遣させることが可能なこと。 

(8)  情報セキュリティマネジメントシステム(ＩＳＭＳ)の認証を受けていること。 

 

３ 見積参加申込に係る事項 

(1) 応募方法  見積参加申込書の提出をもって応募とみなす。 

(2) 見積関係図書の交付 

見積関係図書は、下記のとおり交付する。 

ア 交付場所 東京都港区芝公園二丁目４番 1号(芝パークビル B館 5 階) 

独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

東京支社 総務部 契約課契約係 

TEL 03-5403-8732  FAX 03-5403-8770 

メールアドレス keiyaku.tkybuppin@jrtt.go.jp 

イ 交付期間 令和 3年 3月 5日(金)から令和 3年 3月 15 日(月)までの休日(行

政機関の休日に関する法律(昭和 63 年法律第 91号)第１条第１項に規定する

行政機関の休日をいう。以下同じ。)を除く毎日、10 時 00 分から 16 時 00 分

までの間(12 時 10 分から 13 時 00 分の間を除く。)。 

ウ  交付方法 当機構ホームページからダウンロードすること。 

アドレス：https://www.jrtt.go.jp/ 

なお、ダウンロードするためにはパスワードが必要であり、パス  

ワードは上記アへ問い合わせること。パスワードは厳重に管理し

他者に絶対伝えてはならない。ただし、やむを得ない事情により

上記交付方法により難い者は、上記アに連絡し、別途交付方法に

ついて指示を受けること。 

(3) 見積参加申込書の提出方法 

提出は、受付期限までに３(２)アに掲げる場所に持参又は郵送すること。 

(4) 受付期間及び受付場所等 

ア 受付期間 令和 3年 3月 5日(金)から令和3年 3月 15日(月)までの休日を除

く毎日、10 時 00 分から 16 時 00 分まで(12 時 10 分から 13時 00

分の間を除く)。 



                                       

イ 受付場所 ３(２)アに同じ。 

ウ 添付書類 見積参加申込書(様式１)及び必要書類 

参加要件確認申請書(様式２) 

資格審査結果通知書の写し(全省庁統一資格により入札参加申込

書を提出する場合に限る。) 

 

４ 内容説明書等に対する質問及び回答 

(1) 内容説明書等に対する質問がある場合は以下により提出すること。 

ア 提出期間 令和 3年 3月 5日(金)から令和 3 年 3月 15 日(月)までの休日を除く

毎日 10時 00 分から 16時 00 まで(12 時 10 分から 13 時 00 分の間を除

く)。 

イ 提出場所 ３(２)アに同じ 

ウ 提出方法 質問内容を記載した書面(表紙に会社名、代表者印、担当者名及び連

絡先を記載し、別紙に質問内容を記載すること。様式は事由。)を持参、

郵送、又は電子メールにより書面で提出すること。 

なお、郵送または電子メールで提出する場合は、３(２)アに事前連絡

をすること。電子メールは３(２)アに掲げるアドレスに送付すること。 

(2) (1)の質問に対する回答は、次のとおり回答するとともに、全ての質問に対する回

答書を閲覧に供する。 

ア 回 答 方 法 提出された質問については、内容説明書等を受け取った全ての者に

対して、令和 3年 3月 16 日(火)までにメールにて回答する。 

イ 閲覧期間等 令和 3年 3月 16 日(火)から 3月 31 日(水)までの休日を除く毎日、

10 時 00 分から 16 時 00 分(12 時 10 分から 13時 00 分の間を除く)の期

間、３(２)アの場所で閲覧に供する。 

 

５ 見積参加者の決定等 

(1) 見積参加者の決定方法 

当機構東京支社長が参加要件を満たすと認めた者を見積参加者として決定する。 

(2) 通知の方法 

見積参加者として決定した者に対しては、見積依頼通知書を送付する。 

 

６ 契約に係る情報提供の協力依頼 

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本

方針」(平成 22年 12 月７日閣議決定)において、独立行政法人と一定の関係を有する

法人と契約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の

状況について情報を公開するなどの取組を進めるとされているところです。 

これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームページ

で公表することとしますので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上

で、応札若しくは応募又は契約の締結を行っていただくよう御理解と御協力をお願い

いたします。 

なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさ

せていただきますので、ご了知願います。 



                                       

また、応札若しくは応募又は契約の締結を行ったにもかかわらず情報提供等の協力

をしていただけない相手方については、その名称等を公表させていただくことがあり

得ますので、ご了知願います。 

(1)  公表の対象となる契約先 

次のいずれにも該当する契約先 

ア 当機構において役員を経験した者(役員経験者)が再就職していること又

は課長相当職以上の職を経験した者(課長相当職以上経験者)が役員、顧問等

として再就職していること 

イ 当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めて

いること 

(2)  公表する情報 

上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量(工

事(設計等の役務を含む。)の名称、場所、期間及び種別)、契約締結日、契約先

の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表します。 

ア 当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者(当機構ＯＢ)の人数、職名

及び当機構における最終職名 

イ 当機構との間の取引高 

ウ 総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分

のいずれかに該当する旨 

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上 

エ 一者応札又は一者応募である場合はその旨 

(3)  当方に提供していただく情報 

ア 契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報(人数、現在の職名及

び当機構における最終職名等) 

イ 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引高 

(4)  公表日 

契約締結日の翌日から起算して原則として 72 日以内(各年度の 4 月に締結し

た契約については原則として 93 日以内) 


